
 入札参加者の皆様へ  

平成２６年３月３１日 

宇都宮市上下水道局企業総務課  

 

入札契約制度の見直し等について 
 

本市の入札契約制度につきまして，下記のとおり見直し等を行いますので，お知らせいたし

ます。詳細につきましては別紙を参照してください。 

 

記 

 
１ 建設工事における技術者要件の緩和等に係る運用の拡大について 

 補正予算の円滑執行に向け，早期発注と技術者不足の懸念に対応するため，さらなる要件の

緩和を実施するとともに，特例期間を１年間（平成２７年３月３１日まで）延長します。 

 

 

２ 総合評価落札方式における新たな評価方式の試行について 

 総合評価落札方式の適用範囲を拡大し，価格以外の多様な要素を含めた評価により工事品質

の向上等を図るため，従来の「技術提案評価方式」と「施工能力評価方式」に加え，新たに「実

績評価方式」と「地域精通度評価方式」を試行します。 

 

 

３  「工事成績活用型制限付き一般競争入札」の試行について 

 工事成績が優良な業者の受注機会を拡大することで，工事品質の向上等に関する意欲が高ま

ることを目的に制限付き一般競争入札の参加要件の一つとして，それぞれの工事成績評定点の

平均点を活用する入札を試行します。 

 

 

４  適用 

平成 26 年 4 月 1 日 
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１ 建設工事における技術者要件の緩和等に係る運用の拡大 

・ 建設工事においては，補正予算の円滑執行に向け，早期発注と技術者不足の懸念に対応する

ため，下記(1)のとおり運用の拡大を行います。 

 

 (1)技術者要件の緩和 

   ア 専任の主任技術者 

適正な工事の施工を前提として一定の条件を満たした場合について，技術者要件を緩和す

る特例を，平成２６年３月３１日まで設けておりましたが，特例期間を平成２７年３月３１

日まで延長します。また，専任の主任技術者が他機関と兼任する工事の適用範囲等の拡大を

行います。 

専任の主任技術者の兼任条件 

改正後 現行 

  宇都宮市上下水道局が認める 6,000 万円未

満の工事で，下記の①又は②の条件を満たす

場合，兼任を認める。（2件まで） 

① 他機関が発注した工事と兼任する場合

は，一体性や連続性があるもの又は相互

調整が必要なもので，かつ工事現場相互

の間隔が 10km 程度（上限 11km） 

※ なお，施工にあたり相互に調整を要する

工事については，資材の調達を一括で行

う場合や工事の相当部分を同一の下請け

業者で施工する場合等も含まれる。 

② 宇都宮市上下水道事業管理者が発注し

た工事 

（平成27年3月31日までに入札公告する工事）

  宇都宮市上下水道局が認める 6,000 万円未

満の工事で，下記の①又は②の条件を満たす

場合，兼任を認める。（2件まで） 

① 他機関が発注した工事と兼任する場合

は，一体性や連続性があるもの又は相互

調整が必要なもので，かつ工事現場相互

の間隔が 5km 程度（上限 6km） 

 

 

 

 

② 宇都宮市上下水道事業管理者が発注

した工事 

（平成26年3月31日までに入札公告する工事）

 

イ 現場代理人 

適正な工事の施工を前提として一定の条件を満たした場合について，技術者要件を緩和す

る特例を，平成２６年３月３１日まで設けておりましたが，特例期間を平成２７年３月３１

日まで延長します。 

現場代理人の兼任条件 

次の要件を全て満たす場合，兼任を認める。なお，兼任を行う場合は，工事現場のいずれか

に常駐しなければならない。 

①宇都宮市上下水道事業管理者が発注した工事 

  ②兼任を認める工事の件数は，現場代理人 1人につき 2件まで 

  ③当初の請負金額が 6,000 万円未満（2,500 万円以上の工事は，専任の主任技術者の兼任を認

めた工事のみ） 

  ④兼任する現場代理人が，兼任する 2件の工事以外の主任技術者でない 

  ⑤宇都宮市上下水道局が兼任を認められないと判断した工事でない 

  ⑥請負金額 2,500 万円以上は連絡員を配置 

（平成 27 年 3 月 31 日までに入札公告する工事） 

別紙 
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２ 総合評価落札方式における新たな評価方式の試行について 

 
  従来の「技術提案評価方式」と「施工能力評価方式」に加え，「施工計画」を評価項目とせず，簡易

な評価項目を採用した新たな評価方式を下記のとおり試行します。 
 
(1)「実績評価方式」の試行 

   従来の総合評価落札方式の対象案件と比べて技術的工夫の余地が少ない工事についても，総合評

価を行うことで工事品質の向上を図るため，「施工計画」を評価項目とせず，過去の施工実績等によ

る企業能力，技術者能力の評価を中心とした簡易な評価項目を採用します。 
 
  ア 対象工種：Ａタイプ 全工種（主として管工事，土木一式工事，ほ装工事で試行） 

         Ｂタイプ 管工事，土木一式工事，ほ装工事 

  イ 対象案件：概ね設計金額 2,500 万円以上の案件から抽出 

  ウ 評価項目： 下表のとおり 

評価項目 
Ａタイプ Ｂタイプ 

配点 配点 

企
業
能
力 

工事成績評定点 ５．００ ３．００

同種工事施工実績 １．００ ０．７５

優良工事表彰状況 ２．００ １．００

建設業労働災害防止協会への加入 ０．２５ ０．２５

技
術
者
能
力 

配置予定技術者の同種工事施工実績 ３．００ ３．００

配置予定技術者が有する国家資格等 １．５０ １．５０

継続教育学習制度への取組み状況 ０．５０ ０．５０

配置予定技術者の工事成績評定点 ３．００ ３．００

社
会
貢
献

ISO 又は事業所版環境 ISO の取得状況 １．００ 

宇都宮市まちづくり貢献企業認証制度の認証取得状況 １．００ １．００

重機保有状況 １．５０ １．５０

地
域
精
通 

市内業者の施工割合 ０．２５ ０．５０

施工場所から本店又は近隣施工実績場所までの距離  ２．００

漏水修繕業務実績又は下水道管きょ施設修繕工事実績  １．００

消防団活動への協力状況  １．００

技術評価点 計 ２０．００ ２０．００

価格点 ８０．００ ８０．００

合計（技術評価点＋価格点） １００．００ １００．００

※工事の規模，内容に応じてＡタイプ又はＢタイプを適用 
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(2)「地域精通度評価方式」の試行 

   地域の維持に貢献する企業を適切に評価し，今後高まる公共施設の修繕需要の担い手の確保を通

じて将来にわたる工事品質の向上を図るため，地域精通度や社会貢献度等を重視した評価項目を採

用します。 
 
 ア 対象工種：管工事，土木一式工事，ほ装工事 

 イ 対象案件：各工種のＡ等級の案件のうち，地域に精通した企業が受注することが良質な施工に

つながる工事から抽出 

 ウ 評価項目：下表のとおり 

評価項目 配点 

企
業
能
力

工事成績評定点 ３．００ 

同種工事施工実績 ０．７５ 

建設業労働災害防止協会への加入 ０．２５ 

技
術
者

能
力 

配置予定技術者が有する国家資格等 

（ほ装工事の場合は舗装施工管理技術者を含む） 

２．００ 

社
会
貢
献

宇都宮市まちづくり貢献企業認証制度の認証取得状況 １．００ 

災害時協力協定の締結 １．００ 

重機保有状況 ２．００ 

地
域
精
通 

市内業者の施工割合 １．００ 

施工場所から本店又は近隣施工実績場所までの距離 ５．００ 

漏水修繕業務実績又は下水道管きょ施設修繕工事実績 ２．００ 

消防団活動への協力状況 ２．００ 

技術評価点 計 ２０．００ 

価格点 ８０．００ 

合計（技術評価点＋価格点） １００．００ 

 

 

(3)適用 

  平成２６年４月１日以降に公告する案件から適用 
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３ 「工事成績活用型制限付き一般競争入札」の試行について 

 
  工事成績が優良な業者の受注機会を拡大することで，工事品質の向上等に関する意欲が高まること

を目的に，制限付き一般競争入札の参加要件の一つとして，それぞれの業者の工事成績評定点の平均

点を活用する入札を試行します。 
 
(1)対象工事及び入札方法 

   設計金額 500万円以上 2,500万円程度の制限付き一般競争入札（市内に本店を有する者を対象）
において，次の工種からそれぞれ年間数件程度を選定します。 

   ほ装工事（Ａ等級） 
 

(2)参加要件 

「工事成績」が「基準点」以上である業者を入札の対象とします。 

   ただし，過去３か年度以内に入札参加停止措置を受けていない者であること。 

 

・工事成績：宇都宮市上下水道局発注の請負金額 500万円以上の工事において，技術監理室検査が完了した工事
（工種・等級ごと）における業者ごとの過去３か年度の工事成績評定点の平均点 

 

・基準点 ：宇都宮市上下水道局発注の請負金額 500万円以上の工事において，前年度の工事成績評定点（工種・
等級ごと）の平均点 

 

 

(3)工事成績評定点の適用期間 

  毎年１０月１日より前年度の工事成績評定点を反映し，翌年９月３０日までの適用期間とします。 
 
 
         

         

         

         

 

(4)対象業者の公表方法 

   対象業者が決定次第，企業総務課窓口等において公表します。（平成２６年４月中旬予定） 
 
(5)適用 

   平成２６年４月１日以降に公告する案件から適用 
 

適用期間 
Ｈ26.10/1 ～ H27.9/30 

適用期間 
Ｈ26.4/1 ～ H26.9/30 

基準点 

工事成績 

基準点 

工事成績 

H22 
4/1 

H23 
4/1 

H24 
4/1 

H25 
4/1 

H26 
4/1 10/1 

H27 
4/1 10/1 


